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A. 研究目的 

療育手帳の再判定期間は自治体によって異な
り、また成人を境に再判定の有無など実態は様々
となっており、具体的な再判定期間が明示されて
いない自治体もある。一例として、Table 1 にいく
つかの自治体における再判定期間の例を挙げる
（東京都，2023；埼玉県，n.d.；静岡県，2016；

香川県，2024；兵庫県，2022）。なお、障害程度
の変更が見込まれる場合などには再判定を受けら
れるとする記載もみられる（東京都，2023；静岡
県，2016；兵庫県，2022）。 

自治体ごとの差異については、本プロジェクト
において行政施策に関わってきた専門家や児童精
神科医、心理士などをメンバーとした班会議の中

【研究要旨】 
本稿では、知的機能や適応行動の安定性に関する先行研究のレビューによる経時的変化を踏ま

え、科学的に妥当な再判定期間について提案した。レビューの結果，知的機能は生涯を通じて一
定程度の安定性を有している一方、加齢や状態の変化によって変動しうることが確認された。療
育手帳交付の再判定期間について、①就学前年齢：2～3 年ごとの再判定とすること、②就学後～
18 歳まで：3 年ごとの再判定とすること、③18 歳以上：おおむね 5 年程度ごとの再判定とするこ
と、が科学的見地からも妥当であると考えられた。ただし、18 歳以上かつ重度・最重度の判定の
方は変動が少ないという先行研究知見から、再判定の必要性は低いため、原則として再判定は実
施しない。一方で、状態像の変化が疑われる場合などは、本人や家族からの希望に応じて再判定
の機会を設けることが望ましいことを明記した。また、本稿では上記の再判定期間を推奨した
が、各自治体を取り巻く環境や運営上の課題は多様であることを鑑み、今回提示した各年齢帯で
の再判定期間を目安として、実際の運用については各自治体で現実的に検討することが重要と考
えられる。 
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で、自治体ごとの人口規模や予算規模、療育手帳
判定に携わる専門家の多寡などにより運営上の課
題が異なることも挙げられており、共通の要因に
よるものではないことが推察される。 

 

Table 1 

各自治体における療育手帳再判定期間の例 

自治体名 療育手帳の再判定期間 

東京都 3 歳、6 歳、12 歳、18 歳の時点 

静岡県 3 歳未満：1～2 年に 1 回 

3～6 歳：2～3 年に 1 回 

7～20 歳：3～5 年に 1 回 

20 歳以上：5～10 年に 1 回 

埼玉県 再判定は諸条件を勘案して決定 

香川県 療育手帳に次の判定時期を記載 

兵庫県 県立知的障害者更生相談所で判定
を受けた人は原則再判定は不要 

 

現状では、療育手帳制度の設計・運用は各自治
体に委ねられているものの、知的発達症における
研究知見においては、知的機能や適応行動につい
てどのような経年変化が示されているだろうか。
本稿では、知的機能や適応行動の安定性に関する
先行研究のレビューによって経時的変化を踏ま
え、科学的に妥当な再判定期間について提案す
る。 

 

B. 各検討点の整理 

1．知的機能の安定性 

 一般人口における知的機能の安定性に関して、
Lothian Birth Cohort における 1921 年の参加者 106

名を対象に Moray House Test No. 12 を実施し、11

歳時点と 90 歳時点での精神機能を評価した結
果、r = .54 の強い正の相関が見られたことが報告
されている（Deary et al., 2013）。同様に、Lothian 

Birth Cohort の 1921 年と 1936 年の対象者から、

11 歳から 70 歳、79 歳、87 歳までの知的機能の
安定と変化を追跡した研究では、MHT 得点の相
関はそれぞれ 11－70 歳間で r = .67、11－79 歳間
で.66、11－87 歳間で.51 となり、加齢とともに減
少していく傾向がみられた（Gow et al., 2011）。こ
れらから、年数が経つほど変化が大きくなるもの
の、人間の知的機能は生涯一定程度の安定性を有
していることがうかがえる。 

成人以降での知的機能の安定性について、262

名を 18 歳から 50 歳、55 歳、60 歳、65 歳まで追
跡した縦断研究では、知的機能との標準化回帰係
数の変化が.95 から.94、.86 と高い値が維持さ
れ、特にワーキングメモリが強く関連しているこ
とが示唆された（Rönnlund et al., 2015）。 

 より短期間での安定性については、Munich 

Longitudinal Study on the Ontogenesis of Individual 

Competencies の 215 名について、アセスメントを
4 歳、5 歳、7 歳、9 歳、12 歳に実施、その後 17

歳、23 歳と追跡調査を行った研究では、社会経
済状況（SES）と年齢を統制した一般知能の測定
値について、年齢が高い時点の結果ほど、また検
査間隔が短いほど相関が高い傾向が示された
（Schneider et al., 2014）。この研究では知的機能に
よるサブグループ解析も行っており、IQ の経時的
安定性は高 IQ 児（平均 IQ 121, SD = 4.3）よりも
低 IQ 児（平均 IQ 93, SD = 6.0）の方が高いことが
示されている（Schneider et al., 2014）。また、知的
機能の安定性を検証した 205 の縦断研究を対象に
メタ分析を行った研究では、合計 87,408 名の年
齢ごとでの知的機能の安定性を検証した結果、知
的機能の自己相関係数は 7 歳未満では rtt < 0.7 で
ある一方、7 歳以上では rtt = 0.7–0.8 とやや安定
し、成人では rtt > 0.8 と高い自己相関の安定期間
が 5–6 年続くことが報告されている（Breit et al., 

2024）。このように知的機能には一定の安定性が
みられる一方で、幼児期や児童・青年期、成人期
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といった発達段階でも安定性の差異が見られるこ
とが示されている。 

 

2．知能検査の再検査信頼性 

 知的機能の安定性とともに、検査ツールの再検
査信頼性の点からの検証も行われている。児童青
年 344 名（男子 66%、初回検査年齢平均 8.74 歳
（6.1–14.3 歳）、再検査年齢平均 11.6 歳（7.5–16.6

歳））を対象に WISC-IV の安定性を検証した研究
では、平均検査間隔 2.84 年で言語理解（VCI）と
知覚推理（PRI）、ワーキングメモリ（WMI）、処
理速度（PSI）、全検査 IQ（FSIQ）の再検査信頼
性はそれぞれ、r = .722, .756, .655, .649, .815 であ
り、FSIQ の安定性が比較的高い一方、4 つの合成
指標得点は若干低い結果となった（Watkins & 

Smith, 2013）。また、児童青年 225 名（男性 160

名、女性 65 名、初回検査年齢平均 9.1 歳（6.1–

14.8 歳）、再検査年齢平均 11.7 歳（7.4–14.8 歳））
を対象に WISC-V の安定性を検証した研究では、
平均 2.6 年の間隔を空けた再検査信頼性（相関係
数）は FSIQ で.86、VCI で.84、視空間（VSI）
で.82 と比較的高い一方、流動性推理（FRI）
で.69、WMI で.74、PSI で.77 と類似した傾向が報
告されている（Watkins et al., 2022）。このように
児童青年期においては 2～3 年ほどで、知的機能
検査の結果に変動が起こりうることが示唆されて
いる。 

 

3．適応行動の軌跡と変動 

ICD-11 における知的発達症の診断基準におい
て、もう一つの軸となる適応行動の安定性につい
てレビューする。一般人口における適応行動の軌
跡のパターンを検証した Hamamatsu Birth Cohort 

for Mothers and Children (HBC Study) の参加者 994

名とその母親 893 名を対象とした研究では、2.7

歳や 3.5 歳、4.5 歳、6 歳、9 歳時点での適応行動

を評価した結果、適応行動の軌跡で 4 つの class

を報告し、いずれも経過によって多少の変動が見
られながらも class 順位の逆転はなく、一定の安
定性がみられた（Nishimura et al., 2022）。特に、
適応行動が他の群より全般的に低い群では、IQ

の低さ（平均 78.4）や社会性の問題（SRS-2 平均
得点 54.8）が見られ、適応行動と知的機能や社会
性の問題との関連が示されている（Nishimura et 

al., 2022）。軽度の知的発達症のある児童青年 40

名（男子 24 名、女子 16 名、IQ 平均 56.9）を対
象とした研究では、知能検査による IQ では適応
行動の予測が有意でなかった一方、実行機能の得
点が将来の適応行動の得点を有意に予測した
（Gravråkmo et al., 2023）。 

適応行動の変動について、1968 年から 2018 年
までの 50 年間に発表された論文のシステマティ
ックレビューを行った研究では、日常生活技能獲
得に介入支援が効果的であることが示されている
（Burns et al., 2019）。 

このように支援による適応行動の安定性や介入
支援による改善もみられるものの、知的発達症児
者においては、メンタルヘルスや精神疾患等の問
題も多くの研究で指摘されている。MEDLINE と
PsycINFO における 2018 年までの 19 の研究、知
的障害のある児童青年 6,151 名を対象としたレビ
ューでは、Developmental Behaviour Checklist によ
る把握で 38%、Child Behaviour Checklist で 49%が
問題を有することが示され、注意欠陥・多動症
（39％）、不安症（7–34％）、素行症（3–21％）、
うつ病（3–5%）がみられた（Buckley et al., 

2020）。このように、後天的な罹患や二次障害の
発症などによって、適応行動は改善のみならず悪
化する可能性も示されている。 

 

4．精神疾患による知的機能への影響 
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 成人の知的発達症者 16–64 歳に Psychiatric 

Assessment Schedule for adults with Developmental 

Disability (PAS-ADD) による面接を行って検証し
た研究では、精神疾患全体の有病率は一般人口と
ほぼ同じである一方、統合失調症と恐怖症がそれ
ぞれ 0.4%と 1.1%高いことが報告されており、知
的発達症が後天的な精神疾患のリスク因子である
ことが示されている（Deb et al., 2001）。 

 特に統合失調症に関しては、認知機能へのネガ
ティブな影響が示されており、自閉スペクトラム
症（ASD）と統合失調症の知能検査結果に関する
6 つの研究についてメタ分析を行った研究では、
16–41 歳の年齢範囲で ASD190 名（平均 IQ 

98.0）、統合失調症 260 名（平均 IQ 90.8）におけ
る WAIS の結果を比較したところ、統合失調症の
者が ASD 者より有意に低い得点であったことが
報告されている（Kuo & Eack, 2020）。また、統合
失調症患者 223 名（平均 30.8 歳）と双極症患者
175 名（平均 34.0 歳）の知的機能の軌跡を検証し
た研究では、Wechsler Abbreviated Scale of 

Intelligence により測定した IQ の程度で 3 つのク
ラスターが得られ、知的機能に影響が見られない
群（平均 IQ 118.3, SD = 6.5）や軽度の認知障害を
伴う群（平均 IQ 103.1, SD = 4.5）では同程度の割
合であったものの、全般的な認知機能の障害がみ
られる群（平均 IQ 85.0, SD = 7.2）では 73%が統
合失調症患者であったことが報告されている
（Vaskinn et al., 2020）。療育手帳判定の際には成
育歴等の情報から先天的な知的発達症と後天的な
知的機能低下を鑑別診断する必要があるが、知的
発達症児者が統合失調症に罹患する併存疾患によ
る一層の機能低下も懸念される。 

 

C. 結論 

本稿では知的機能と適応行動の安定性に関する
先行研究のレビューから、知的機能は生涯を通じ

て一定程度の安定性を有している一方、加齢や状
態の変化によって変動しうることが確認された
（Deary et al., 2013; Rönnlund et al., 2015）。また、
一般的に再検査の間隔が短期間であるほど相関係
数は高いものの（Schneider et al., 2014）、幼児では
変動が比較的大きく、7 歳以上でやや安定し、成
人以上では 5–6 年は安定する傾向が示された
（Breit et al., 2024）。知能検査の再検査信頼性の検
証結果からは、概ね 3 年ほどで FSIQ や各指標の
相関係数が.70–.80 程度になることを踏まえると
（Watkins & Smith, 2013; Watkins et al., 2022）、知
的機能の再判定については 18 歳未満では 3 年程
度、18 歳以上では 5 年程度の間隔を空けること
が妥当であると思われる。ただし、低 IQ 群では
知的機能の安定性が高いことや（Schneider et al., 

2014）、成人以降では高い安定性が示されている
ことから（Breit et al., 2024）、すでに重度・最重度
の判定を受けている 18 歳以上の知的発達症者
は、再判定の必要性は低いものと考えられる。 

 適応行動に関しては、発達段階による変動とと
もに、IQ や社会性の程度との関連で軌跡のパタ
ーンが異なることが示された（Nishimura et al., 

2022）。また、日常生活技能は獲得可能で介入支
援の効果がみられること（Burns et al., 2019）、一
方で知的発達症児者では定型発達児者よりメンタ
ルヘルスの問題や精神疾患のリスクが高いことか
ら（Buckley et al., 2020）、一定期間での改善・悪
化の可能性も懸念される。 

さらに、精神疾患による認知機能と適応行動の
低下のリスクや（Deb et al., 2001; Kuo & Eack, 

2020; Vaskinn et al., 2020）、実行機能が適応行動を
予測することを踏まえると（Gravråkmo et al., 

2023）、知的機能と同様に適応行動についても一
定期間での再判定を行うとともに、著しい環境変
化や状態の悪化に応じた再判定を可能とするため
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に、知的障害者本人や家族などからの申請による
再判定の機会の設定も必要と考えられる。 

療育手帳判定における再判定期間について、以
下に本稿の要点をまとめる。 

 

・就学前年齢： 2～3 年ごとの再判定 

・就学後～18 歳まで： 3 年ごとの再判定 

・18 歳以上： おおむね 5 年程度ごとの再判定 

・ただし、18 歳以上かつ重度・最重度の判定を
受けた方は再判定の必要性は低いため、原則と
して再判定は実施しない。一方で、状態像の変
化が疑われる場合などは、本人や家族からの希
望に応じて再判定の機会を設けることが望まし
い。 

 

 本稿では上記の再判定期間を推奨するが、研究
目的で記したように、各自治体を取り巻く環境や
運営上の課題は多様であることを鑑み、今回提示
した各年齢帯での再判定期間を目安として、実際
の運用については各自治体で現実的に検討するこ
とが重要と考えられる。 
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